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貸 借 対 照 表 

（2024 年２月 29 日現在） 

（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

流動資産  流動負債  

現金及び預金 372,622 工事未払金 168,335 

受取手形 76,322 １年内返済予定長期借入金 15,708 

完成工事未収入金 309,287 未払金 15,696 

未成工事支出金 4,513 未払費用 577 

前払費用 7,305 未払法人税等 7,949 

その他 3,325 預り金 6,462 

貸倒引当金 △ 2,400 賞与引当金 7,907 

流動資産合計 770,976 その他 15,687 

固定資産  流動負債合計 238,322 

有形固定資産  固定負債  

建物及び構築物（純額） 40,350 長期借入金 84,443 

機械及び装置（純額） 315,797 繰延税金負債 43,801 

車両運搬具（純額） 14,614 その他 150 

工具、器具及び備品（純額） 10,727 固定負債合計 128,394 

土地 126,945 負 債 合 計 366,716 

有形固定資産合計 508,436 純 資 産 の 部 

無形固定資産  株主資本  

ソフトウェア 2,891 資本金 33,000 

特許権 705 利益剰余金  

その他 295 利益準備金 1,200 

無形固定資産合計 3,893 その他利益剰余金  

投資その他の資産  別途積立金 20,000 

投資有価証券 3,644 特別償却準備金 133,339 

出資金 140 繰越利益剰余金 876,830 

長期前払費用 3,577 利益剰余金合計 1,031,370 

その他 131,143 自己株式 △ 13,382 

貸倒引当金 △ 2,949 株主資本合計 1,050,987 

投資その他の資産合計 135,555 評価･換算差額等  

固定資産合計 647,885 その他有価証券評価差額金 1,157 

  評価･換算差額等合計 1,157 

  純 資 産 合 計  1,052,145 

資 産 合 計 1,418,861 負債及び純資産合計 1,418,861 
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損 益 計 算 書 

（2023 年３月１日から 2024 年２月 29 日まで） 

（単位：千円） 

科              目 金                   額 

売上高   

完成工事売上高 1,818,127  

その他の売上高 42,194 1,860,321 

売上原価   

完成工事売上原価 1,571,380  

その他の売上原価 15,552 1,586,933 

売 上 総 利 益  273,388 

販売費及び一般管理費  251,264 

営  業  利  益  22,123 

営業外収益   

受取利息 15  

受取家賃 2,832  

受取保険金 1,566  

スクラップ売却益 4,435  

その他 1,632 10,481 

営業外費用   

支払利息 385  

支払保証料 18  

減価償却費 701  

手形売却損 140  

その他 32 1,278 

経  常  利  益  31,326 

特別利益   

固定資産売却益 10,708 10,708 

税 引 前 当 期 純 利 益  42,035 

法人税、住民税及び事業税 18,000  

法 人 税 等 調 整 額 △ 3,582 14,417 

当  期  純  利  益  27,617 
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株主資本等変動計算書 

（2023 年３月１日から 2024 年２月 29 日まで） 

（単位：千円） 

  

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 
別途 

積立金 

特別償却 

準備金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 33,000 1,200 20,000 139,935 842,617 1,003,752 △13,382 1,023,370 

当期変動額                 

当期純利益       
 

27,617 27,617   27,617 

特別償却準備金

の積立 
      35,445 △35,445 －   － 

特別償却準備金

の取崩 
   △42,040 42,040 －  － 

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額） 

                

当期変動額合計 － － － △6,595 34,212 27,617 － 27,617 

当期末残高 33,000 1,200 20,000 133,339 876,830 1,031,370 △13,382 1,050,987 

 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等 

合計 

当期首残高 656 656 1,024,026 

当期変動額   
  

当期純利益   
27,617 

特別償却準備金

の積立 
  － 

特別償却準備金

の取崩 
  － 

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 
500 500 500 

当期変動額合計 500 500 28,118 

当期末残高 1,157 1,157 1,052,145 
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個 別 注 記 表 

 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 市場価格のない株式等以外のもの 

         時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）を採用して

おります。 

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金 

個別法による原価法を採用しております。 

3. 固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物並びに 2016 年４月 

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

         ・建物             22～60 年 

  ・機械及び装置      ２～６年 

（2） 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

・特許権 ８年 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

4. 引当金の計上基準 

（1） 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。 

（2） 賞与引当金 

         従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計

上しております。 

5. 収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

［杭抜き事業］ 

当事業は、既存の建築物や社会基盤構造物を支えていた杭を引き抜き、抜いた後の地盤を最適の状態

に埋め戻す工事・サービスを提供しております。当事業においては、顧客からの検収をもって履行義務の充足

が認められることから、検収を受けた工事・サービスについて収益を認識しております。 

なお、取引対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んで

おりません。 

 

 

 



6 

 

6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

法人税等の会計処理 

当事業年度に係る納付税額及び法人税等調整額は、当事業年度における特別償却準備金の取崩しを

前提として当事業年度に係る金額を計算しております。 

 

２． 貸借対照表に関する注記 

1. 有形固定資産の減価償却累計額     2,419,404 千円 

2. 裏書譲渡手形                     4,863 千円 

3. 割引手形                       3,200 千円 

 

３． 損益計算書に関する注記  

該当事項はありません。 

 

４． 株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数 

（1） 当事業年度末日における発行済株式の数 

・発行済株式の種類及び株式総数：普通株式 50,000 株 

・自己株式の種類及び株式総数：普通株式  2,700 株 

（2） 当事業年度における発行済株式数の推移                          

 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式 普通株式（株） 50,000 － － 50,000 

自 己 株 式 普通株式（株） 2,700 － － 2,700 

2. 当事業年度の末日における当社が発行している新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないもの

を除く。）の目的となる株式の数 

    該当事項はありません。 

 

５． 税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

  繰延税金負債の発生の主な原因は、特別償却準備金の計上等であります。 

 

６． 金融商品に関する注記 

  １．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入及び社債によ

り資金を調達しております。 

         なお、デリバティブ等の投機的な取引は行っておりません。 

(2）金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

            営業債務である工事未払金は、1 年以内の支払期日であります。 

借入金及び社債は主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。 
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(3）金融商品に係るリスク管理体制 

         ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

          当社は、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理する

とともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

         ②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 

          投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に

見直しております。 

         ③資金調達に係わる流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理 

          当社は、管理部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより、流

動性リスクを管理しております。 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。 

         当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

      貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式

等と認められるものは含まれておりません（（注２）参照）。 

 
貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

(1）投資有価証券 3,644 3,644 － 

資 産 計 3,644 3,644 － 

(1）長期借入金 

（１年内返済予定を含む） 
100,151 98,103 △ 2,047 

負 債 計 100,151 98,103 △ 2,047 

（注１） 「現金及び預金」、「受取手形」、「完成工事未収入金」、「工事未払金」、「未払法人税等」、「未払

金」、「預り金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するも

のであることから、記載を省略しております。 

（注２）市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。 

区分 
当事業年度 

（ 2024 年２月 29 日） 

出資金 140 千円 
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

      金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。 

        レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

        レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価 

        レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

      時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券 3,644 － － 3,644 

資 産 計 3,644 － － 3,644 

（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 

（１年内返済予定を含む） 
－ 98,103 － 98,103 

負 債 計 － 98,103 － 98,103 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関

等から提示された価格によっており、レベル１の時価に分類しております。 

        長期借入金（１年内返済予定を含む） 

        これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

４．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超５年以内 

（千円） 

５年超 10 年以内 

（千円） 

10 年超 

（千円） 

現金及び預金 372,622 － － － 

受取手形 76,322 － － － 

完成工事未収入金 309,287 － － － 

合計 758,231 － － － 
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５．社債、長期借入金の決算日後の返済予定額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

長期借入金 15,708 19,250 18,000 18,000 17,207 11,986 

合計 15,708 19,250 18,000 18,000 17,207 11,986 

 

７． 関連当事者との取引に関する注記 

該当事項はありません。 

 

８． 1 株当たり情報に関する注記 

1 株当たり純資産        22,244 円 08 銭 

1 株当たり当期純利益        583 円 88 銭 

潜在株式調整後の１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

９． 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

 


